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 行政コスト計算書 

 

 

  
 行政コスト計算書は、地方公共団体の資産、負債の状況を明らかにする 

 バランスシートには計上されない、年度限りで使用される費用である人的 

 サービス（人件費）や給付サービス（扶助費、補助費等）、維持補修費、公 

債利子分のほか、現金支出を伴わないものの、発生主義に基づいて計上される減価償却費や退職給

与引当金など、地方公共団体の１年間の行政サービスのコストを示したもの、企業会計で使われる

損益計算書にあたるものです。 

 

●平成20年度行政コスト計算書について 

 平成20年度の行政コスト計算書は以下のとおりです。 

         単位：百万円、％ 

 20年度 19年度 増減額 増減率 

行政コスト合計 539,228 546,279 △7,051 △1.29 

 人に係るコスト 212,391 199,603 12,788 6.41 

 物に係るコスト 139,226 158,776 △19,550 △12.31 

 移転支出的なコスト 168,660 164,501 4,159 2.53 

 その他のコスト 18,951 23,399 △4,448 △19.01 

 

○平成20年度の行政コスト総額は、５３９，２２８百万円で、減価償却費の減などにより、前

年度と比べて７，０５１百万円、１．２９％の減となっています。 

 

   なお、移転支出的なコストの増は、後期高齢者医療費負担金の増などによるものです。 

 

 
       ○行政コスト計算書の作成の前提 
 
      ①対象会計範囲  普通会計（一般会計＋長崎魚市場特別会計、港湾施設整備特別会計 
                及び流域下水道特別会計の３特別会計以外の特別会計で企業会計は 
                 除く） 
      ②作 成 基 準 日  平成２１年３月３１日 
      ③基 礎 数 値  昭和４４年度から平成２０年度までの決算統計（地方財政状況調査） 
                 データを用いて作成。 
                発生主義の観点から、減価償却費、不納欠損額、退職給与引当金繰 
                入等といった現金支出を伴わないものもコストとして加えている。 
      ④行政コストの  総務省から示された統一基準に従い、行政コストを次の区分に分類 
       区     分  するとともに、総務費、民生費といった行政目的別にも区分して 

いる。 
人に係るコスト 人件費、退職給与引当金繰入等、賞与引当繰入等 
物に係るコスト 物件費、維持補修費、減価償却費 
移転支出的コスト 扶助費、補助費等、繰出金、普通建設事業費（他団体への補助 

金等） 
その他のコスト 公債費（利子分のみ）、不納欠損額等 

 



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 181,584,544 33.7% 6,757,273 115,868,065 3,667,058 4,206,535 12,540,694 29,717,090 7,941,782 886,047

（２）退職手当引当金繰入等 18,019,301 3.3% 670,549 11,498,012 363,896 417,430 1,244,460 2,948,936 788,092 87,926

１ （３）賞与引当金繰入額 12,787,210 2.4% 475,848 8,159,445 258,235 296,225 883,118 2,092,682 559,261 62,396

小　　計 212,391,055 39.4% 7,903,670 135,525,522 4,289,189 4,920,190 14,668,272 34,758,708 9,289,135 1,036,369 0

（１）物件費 15,363,286 2.8% 764,144 3,303,223 718,085 1,201,258 2,998,145 3,778,536 2,335,255 206,032 58,608

（２）維持補修費 4,774,456 0.9% 3,508,319 158,147 5,644 22,667 222,830 210,587 644,386 1,876

（３）減価償却費 119,088,841 22.1% 59,455,687 6,563,357 567,658 671,027 44,925,251 2,769,198 4,136,663 0

小　　計 139,226,583 25.8% 63,728,150 10,024,727 1,291,387 1,894,952 48,146,226 6,758,321 7,116,304 207,908 0 58,608

（１）社会保障給付 22,649,897 4.2% 239,410 9,872,847 12,536,203 1,437

（２）補助金等 108,749,367 20.2% 457,800 12,477,342 59,181,748 2,810,215 9,187,221 243,037 8,397,473 165,131 15,829,400

３ （３）他会計等への支出額 3,661,066 0.7% 964,438 0 0 2,419,394 277,234 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

33,599,351 6.2% 10,167,677 746,148 788,149 479,298 21,111,992 0 306,087 0 0

小　　計 168,659,681 31.3% 11,589,915 13,462,900 69,842,744 18,245,110 30,577,884 243,037 8,703,560 165,131 15,829,400

（１）支払利息 18,518,632 3.4% 18,518,632

（２）回収不能見込計上額 432,178 0.1% 432,178

（３）その他行政コスト 0 0.0%

小　　計 18,950,810 3.5% 0 0 0 0 0 0 0 0 18,518,632 432,178 0

539,228,129 83,221,735 159,013,149 75,423,320 25,060,252 93,392,382 41,760,066 25,108,999 1,409,408 18,518,632 432,178 15,888,008

（　構　成　比　率　） 15.4% 29.5% 14.0% 4.6% 17.3% 7.7% 4.7% 0.3% 3.4% 0.1% 2.9%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 11,454,797 1,543,095 3,339,459 482,877 374,266 366,135 1,412,818 63,092 0 3,873,055

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 9,834,138 2,360,020 2,681 2,439 0 6,344,027 0 0 0 1,124,971

21,288,935 3,903,115 3,342,140 485,316 374,266 6,710,162 1,412,818 63,092 0 0 0 4,998,026

ｄ／ａ 3.95% 4.7% 2.1% 0.6% 1.5% 7.2% 3.4% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0%

517,939,194 79,318,620 155,671,009 74,938,004 24,685,986 86,682,220 40,347,248 25,045,907 1,409,408 18,518,632 432,178 15,888,008 △ 4,998,026

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト　　ａ－ｄ

行政コスト計算書
自　平成２０年４月 １ 日

至　平成２１年３月３１日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ


